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八街市水道事業公営企業会計システム導入事業

基本仕様書

第 1章 総則

（目的）

第１条 本業務は、八街市水道事業の経営、財務内容の明確化及び透明性の向上を図り、

安定的かつスムーズに公営企業会計システム（以下「システム」という。）の導入を行う

ことを目的とする。

（適用）

第２条 本仕様書は、八街市（以下「発注者」という。）が発注する「八街市水道事業 公

営企業会計システム導入」（以下「本業務」という。）について、公募型プロポーザルに

より受注候補者（以下「受注者」という。）を選定するにあたり、基本的な業務内容を示

すものである。なお、契約時の詳細な業務内容は、受注者の技術提案を踏まえ、発注者と

受注者が協議により決定する。

（基本方針）

第３条 本業務の実施にあたっては、次の事項を基本方針とする。

（１）システムは令和３年４月１日までに本稼働させること。同日からの稼働に支障が

生じないよう、動作テストなどを十分に実施した上で納品を行うこと。また、令

和２年度の決算は今回導入するシステムにて行う。

（２）ＷＥＢ上の環境で稼働するシステムであること。

（３）常に最新のシステムが使用でき、要望や社会情勢への対応など年 1 回程度のシス
テムバージョンアップを実施すること。

（４）導入するシステムは、市民への説明責任を果たしうるものであること。

（５）国の策・法改正、機能強化等に対して円滑に対応できること。

（６）事務の正確性、効率化を図るため、操作に工夫が施されるなどエンドユーザーを

意識したシステムであること。

（７）担当職員が異動しても問題のないシステムとサポート体制であること。

（８）データ移行は、職員の通常事務に負荷のかからない方式を最大限検討するととも

に、可能な限りリスクの少ない手法により実施し、現行のシステムで保存・管理

しているデータを確実に移行すること。

（９）システム又は機器の障害時において、迅速な修復及び代替機の提供等により、対

応が容易にできること。

（１０）システム稼働前後については、職員研修や業務管理及びシステム運用面で充実

した支援体制を講じられることが可能であること。また、稼働後については、直

接訪問してのサポートとリモートメンテナンスによるサポートの両方に対応をす

ること。また、発注者から要請があった場合は、訪問により立会作業を行うこと。

ただし、リモートメンテナンスの実施の是非は契約決定後に、個別に決定するこ
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と。

（１１）設計開発コスト等の抑制を図るため、原則としてパッケージソフトウェアの導

入とし、必要最小限のカスタマイズで運用が可能であること。

（１２）提案するシステムは、自社開発、所有のパッケージソフトであり、システムの

導入・保守ともに、受注者の社員による対応ができること。

（１３）導入する機器は、最新機器で機能性及び経済性に優れた機器を採用すること。

また、将来の拡張性を考慮し、６年間以上の使用に耐え得る能力及び仕様である

こと。

（１４）経費の二重投資等を防止し、無駄のない経済的な構築を行うこと。

（１５）本契約満了時以降も事業が継続できるように、受注者は誠意をもって協力し、

次期システムの業務稼働に必要となるデータを提供するために必要となる業務一

式の経費を本契約額に含めること。また、発注者が定めた期限内に、業務を無理

なく継続及び移行するため実施体制、実施内容（スケジュールを含む）等を定め

た実施計画書を提出し、承諾を得ること。その実施計画書に基づき、適宜システ

ム運用の変更を反映した履歴を含む全てのデータを抽出し、発注者及び次期シス

テム受注者の指定した方法で提供をすること。提供データに関する資料（ファイ

ルレイアウト、コード定義書、ファイル関連表、件数表等）についても、適宜契

約期間中の変更を反映した最新版とすること。提供データ等に伴う質疑等につい

ても、委託の指示に従い文書による回答や会議への参加等により対応すること。

（１６）本契約の履行期間内における全部もしくは一部の解除、業務破綻時またはその

他契約の終了事由の如可を問わず業務の引き継ぎについても、原則、前項と同様

に実施すること。

（業務範囲）

第４条 本業務において、受注者が実施する業務は次のとおりとする。

（１）計画準備

（２）システム構築導入業務

（３）ハードウェア、ミドルウェア及びパッケージシステム等の調達（インストー

ル作業、機器等の搬入設置及び現地調整を含む。）

（４）データ移行及び環境設定

（５）操作、運用マニュアル作成業務

（６）職員向けシステム操作研修

（７）システム導入支援業務

（８）システム保守・管理業務

（追加提案）

第５条 追加提案については次のとおりとし、技術提案書の提案によること。ただし、こ

れに係る費用は契約金額に含むものとする。

（１）発注者がシステムを構築・運用するにあたって取り組むべき事項であること。

（２）本仕様書に記載のないもので、システムの機能及び性質上、必要と思われる機能・
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機器等。

（履行場所）

第６条 本業務の履行場所は次のとおりとする。

（１）本システムの使用場所 八街市 水道課

（２）本システムの設置場所 八街市 水道課

（システム構築期間及び賃貸借、保守期間）

第７条 本業務のシステム構築期間は、契約締結日の翌日から令和３年３月３１日までと

する。賃貸借及び保守期間は令和３年４月１日から令和８年３月３１日までとする。

（提出書類）

第８条 本業務の円滑な遂行のため、受注者は次の書類を発注者に提出し、その承認を得

るものとする。

（１）着手届

（２）実施計画書

（３）業務管理者通知書及び従事者名簿（業務管理者については、経歴書を含む。）

（４）業務実施体制表及び緊急連絡先

（５）工程表

（６）業務完了届

（７）その他発注者が指示する書類

（工程）

第９条 本稼動までの予定工程は次のとおりとし、詳細については別途協議の上、決定す

る。なお、本業務については、発注者の業務の特性、繁忙期及び職員負担等を考慮した上

で、最も効率的な工程を策定し、提案すること。

（１）システム構築完了 令和３年３月３１日まで

（２）ハードウェア・ネットワーク環境設置 令和３年３月３１日まで

（３）データ移行完了 令和３年３月３１日まで

※データ移行については期限までに令和 3年 3月 31日時点の状態にして移行すること

（４）テストラン 令和３年３月頃からおよそ 1 か月間

（５）操作研修 令和３年３月から

（６）本稼動 令和３年４月１日

（準拠する法令、規定等）

第１０条 本業務の実施にあたっては、業務委託契約書及び本仕様書によるほか、次の各

号に掲げる関係法令等を遵守して行うものとする。

（１）地方公営企業法・地方公営企業法施行令・地方公営企業法施行規則・地方公営企

業資産再評価規則

（２）地方公営企業法及び同法施行令に関する命令の実施についての依命通達
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（３）地方自治法・地方自治法施行令

（４）地方財政法・地方財政法施行令

（５）消費税法・消費税法施行令ほか関係規則等

（６）水道法・水道法施行令・水道法施行規則

（７）個人情報の保護に関する法律

（８）八街市財務規則

（９）八街市給水条例・八街市給水条例施行規則・八街市水道事業会計規程

(10) 八街市個人情報保護条例・八街市個人情報保護条例施行規則

（11）地方公営企業が会計を整理するに当たりよるべき指針

（12）公営企業及び水道事業に係る繰出基準及び同運用通知

（13）公営企業の経理の手引き（地方公営企業制度研究会編）

（14）発注者が制定及び予定をしている条例等

（15）その他の関係法令、規程、規則等

２ 前項に定める関係法令等に改正があった場合には、適宜対応すること。

（品質管理と情報セキュリティ対策）

第１１条 受注者は、次の各号に掲げる資格及び認証等について、登録証及び許諾証の写

しを発注者に提出しなければならない。

（１）情報セキュリティマネジメントシステム（JISQ27001 若しくは ISO/IEC27001）、

またはプライバシーマーク（JISQ15001）

２ 情報セキュリティ対策は、「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関す

るガイドライン」に準拠し、その内容と整合性を取ること。

（体制）

第１２条 受注者は、次の各号に掲げる体制により本業務の実施にあたらなければならな

い。

（１）契約期間中、発注者と常に密接な連絡を取り、システムの構築を円滑に行うこと

ができる体制を取ること。

（２）前号のシステムの構築を円滑に行うことができる体制とは、発注者が緊急に技術

者の派遣を依頼した場合、概ね１日以内に適切な技術者の派遣が可能となる体制

とする。

（３）本業務実施に際し、本市の一般業務に支障とならないように特に注意し、必要な

場合は発注者と協議の上、夜間祝日や一般業務時間外に作業すること。

（４）業務体制を変更する場合は、事前に発注者と協議し承認を得ること。

（打合せ及び報告）

第１３条 受注者は、本業務の実施前及び実施中における主要な業務打合せにあたっては、

構築業務管理者及び担当者を出席させ、発注者と十分に協議するものとする。

２ 前項の協議内容について、受注者は「打合せ議事録」を当該打合せより１０日以内に

作成し、発注者と受注者が確認の上、それぞれ１部ずつ保有するものとする。併せて打合
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せ内容の進捗管理を行い、発注者に報告するものとする。

３ 本業務の実施中、受注者は「作業月報」等により、進捗状況を翌月１０日までに発注

者に報告しなければならない。また、作業月報には進捗状況が確認できる資料を添付する

こと。

（資料の貸与及び保管）

第１４条 本業務において発注者から貸与される資料については、受注者は必ず借用書を提

出するとともに、資料等の汚損、滅失及び盗難等の事故のないように取り扱い、使用後は

速やかに返却するものとする。

（転用の禁止）

第１５条 受注者は、本業務の実施により得た各種情報について、これを発注者の承諾な

く第三者に公表、貸与、あるいは無断使用してはならない。

（著作権）

第１６条 本業務により作成される成果物等の著作権の扱いは、次のとおりとする。

（１）本業務の成果品は、システムのプログラムに関する著作権を除き発注者に属する

ものとし、受注者は発注者の許可なく使用又は流用してはならない。

（２）本システムのプログラムに関する著作権は、著作権法に従い受注者に帰属するも

のとする。

（３）発注者は、本システム構築により受注者から納入されたシステムプログラムにつ

き、自らの業務処理に本システムを用いるために必要な範囲で、自ら著作権法に

基づく翻案等を行うことができるものとする。

（４）本システムのプログラムに発注者の著作物が含まれる場合、当該著作物（当該著

作物を改変（コンバージョンを含む。）したものを含む。）の著作権は、従前か

らの著作権者に帰属するものとする。

（５）受注者は、発注者に対し、著作権法に基づく利用が許諾された成果物に関し、著

作者人格権を行使しないものとする。

（６）本業務に基づき開発されたアイディア、ノウハウ、コンセプト等について発

注者及び受注者は、それぞれ秘密保持義務の負担及び対価の支払いをすることな

く自由に使用できるものとする。

（７）以上の権利又は著作権法に基づく利用の許諾等の対価は、すべて本業務の対価に

含まれており、当該許諾等に伴って、本業務の対価とは別の費用が発注者に発生す

ることはないものとする。

（折衝）

第１７条 本業務の実施中に関係者又は関係官公庁との折衝を要する場合は、遅滞なくそ

の旨を発注者に申し出て指示を受けるものとする。



- 6 -

（是正）

第１８条 受注者は、成果品に漏れ、不備、誤り又は是正すべき事項等が発見された場合

に発注者の指示に従い、責任を持って速やかに是正するものとする。なお、当該是正に係

る費用は、すべて受注者の負担とする。

（損害賠償）

第１９条 本業務に伴い事故等が発生した場合は、所要の措置を講ずるとともに、事故発

生の原因、経過及び内容等について、直ちに発注者に報告しなければならない。

２ 前項において生じた損害は、すべて受注者の責任において解決するのものとする。

（解釈）

第２０条 仕様書の解釈は、発注者が受注者に優先するものとする。

２ 本業務に係る必要な費用は、本仕様書に明記のないものであっても、原則として受注

者の負担とする。

第２章 公営企業会計システム

（システムの基本構成）

第２１条 本システムの構築は、パッケージソフトウェアの利用を前提として導入を実施

し、パッケージソフトウェアの利用と、必要に応じたカスタマイズにて実現することを基

本とする。

２ システムの基本構成は、次の各号に定めるとおりとする。

（１）公営企業会計処理に係る一連の業務が十分に遂行できるための機能を有している

こと。

（２）文字の大きさや画面配色を工夫して視認性と分かりやすさに配慮することで、使

用者にとって操作しやすく、誤操作が生じにくい画面レイアウト、画面構成とす

ること。

（３）簿記に関する知識のない職員でも習得しやすい画面構成やシステムフローである

こと。

（４）システム稼動中に他のアプリケーションと並行して作業ができること。

（５）関係法令等の改正に伴う変更及び帳票レイアウトや出力項目等について変更が生

じた場合、容易に本システムの修正を行える仕組みとすること。

（６）将来的なデータ量、負荷の増加及びセキュリティの強化に対して、容易に対応が

可能であること。

（７）稼働クライアントの入れ替えや、クライアント障害時などにインストール作業を

簡潔にする工夫がされていること。

（構築要件）

第２２条 システムを構築するにあたり、システム環境はＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ方式とする。
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２ システム利用台数は、１０台とする。

３ システムは、安定して稼動する環境が確保できるものを導入し、費用面、運用及び管

理、障害への耐性等の観点から適切な内容であること。

（機能要件）

第２３条 本業務において導入するシステムを下記のとおりとする。

会計基本システム、固定資産システム（償却管理）、工事台帳（管理）システム、企

業債管理システム、貯蔵品システム、給水受付システム

（２）パッケージソフトに関しては、受注者自らが開発し、自らがサポート可能なこと。

また、障害部分（保守対応）についても、受注者が窓口となり、発注者からの連絡等

の一本化がはかれること。

（３）伝票・帳票等は、A4 版を基本とし、普通用紙にて対応可能なものとする。
（４）システムとは、下記業務内容を含むものとする。

予算編成、予算書作成業務、支払業務、調定・収納業務、日次・月次処理業務、決算

業務、決算統計業務、固定資産償却管理、企業債管理業務、貯蔵品管理業務、工事台

帳（管理）業務、給水受付業務

（５）システムの詳細機能については、システム仕様回答書（様式７）の機能を基本的に

備えるものとする。記入方法は、各項目に対して、標準機能「A」、カスタマイズ「B」、

対応不可「C」のそれぞれを判断し、選択することとする。
※カスタマイズに「B」を付けた項目は、その費用を記載とともに提案見積書の見積額
に含めること。

※必要事項の項目に｢○｣があるものについては、｢A｣か｢B｣、要望事項の項目に｢○｣が
あるものについては、｢A｣、｢B｣、｢C｣のいずれかを選択すること。

※必要事項の項目に「◎」があるものであり、かつ、「A」と回答した場合には根拠資料
（画面のハードコピーや帳票サンプル等）を添付することを必須とする。なお、根拠

資料の提示が無い場合は、捏造・虚偽の回答とみなして減点対象となるので注意する

こと。

（出力帳票）

第２４条 本システムで必要とする帳票は、出力帳票回答書（様式８）のとおりとする。

記入方法は、各項目に対して、標準機能「A」、カスタマイズ「B」、対応不可「C」
のそれぞれを判断し、選択することとする。

※カスタマイズに「B」を付けた項目は、その費用を記載とともに提案見積書の見積額
に含めること。

※必要事項の項目に｢○｣があるものについては、｢A｣か｢B｣、要望事項の項目に｢○｣が

あるものについては、｢A｣、｢B｣、｢C｣より選択すること。

※必要事項の項目に「◎」があるものであり、かつ、「A」と回答した場合には根拠資料
（画面のハードコピーや帳票サンプル等）を添付することを必須とする。なお、根拠

資料の提示が無い場合は、捏造・虚偽の回答とみなして減点対象となるので注意する

こと。
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（２）すべての出力帳票は、レーザープリンタで出力可能とし、プレビュー機能、ＣＳＶ

出力機能、ＰＤＦ変換機能、Word・EXCEL 出力機能を備えているものとする。
（３）システムにおいて EUC機能により容易に EXCEL に出力できるものとする。
（４）出力帳票サイズは容易に変更できるものとする。

（テストラン）

第２５条 本システムの導入にあたっては、引き渡しまでに必要な試験を計画、実施する

ものとする。

（保守要件）

第２６条 本システムの必要とする保守は、下記のとおりとする。

（１）ハードウェア、ソフトウェアを問わず障害時の問い合わせ窓口を一元化し、問題

の切り分けを行うこと。

（２）システム全体が停止するような障害の場合、当日中に対応すること。

（３）問い合わせやシステム障害発生時に、連絡体制が整備されていること。

（４）常に最新の状態となるようにシステムのバージョンアップを行うこと。また、法

改正等によりシステム機能が陳腐化する場合に、未然に回収をおこなうこと。

（５）システムの操作方法、エラー回避方法、設定の変更方法等の発注者からの照会に

対応すること。

（６）本稼働後、人事異動等に伴う職員に対する操作説明を実施すること。

（７）システムの操作方法などの対応窓口としてヘルプデスク等の体制をとっており、

対応方法として電話・メールによる対応がとれ、システム操作方法等の問い合わ

せには、当日中に回答が可能なこと。

（８）システム障害時の対応だけでなく、公営企業会計に精通した公認会計士による業

務的なサポートが行えること。

（９）オペレーションシステム・データベースの変更に伴う環境設定を行うこと。

（１０）一般事務用パーソナルコンピュータ内の本システムについて、職員の異動等に

よる本システムの導入または削除の環境設定を行うこと。

（１１）機器等の障害により搬出する必要がある場合等、修理調達に日数を要する場合

は、代替機器を設置すること。

（１２）消費税率の変更等、国が主導する法改正によるシステムの改修に関しては、無

償で対応すること。

（１３）成果品の機能等に変更が必要となった場合、保守範囲内として対応すること。

（１４）システム運用方法に対する相談に応じ、代替案や運用フローの提案を行うこと。

また、それに伴いシステム設定の変更が必要な場合に受注者にて実施するか、発

注者職員が実施できる事項であればその方法について説明をおこない承諾を得る

こと。
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第３章 機器

（機器等の調達、構築要件及びクライアント環境）

第２７条 受注者は、本業務に必要となる機器等について、システムがストレスなく稼動

するものを調達し、発注者の指定する場所に使用可能な状態で設置すること。なお、各納

入物は次の仕様に準じた内容であり、新品、かつ、特に指定のない限り国内メーカー製品

であること。職員の操作ＰＣはＬＧＷＡＮネットワーク配下にある既設の PＣを利用する。

（１） クライアントパソコン 本業務にて導入するシステム及びライセンス等は次のと

おりとする。なお、クライアント PC については、既設置

のものを使用する。

最大同時使用は１０台とする。また、機器の更新等により、

構成は変更する場合がある。

参考までにスペックは、以下ア～ウに示す。

ア OS Windows 10 Pro 64 ビット

イ CPU Intel(R)Core(TM)i5-8250U

ウ メモリ 4GB 以上

（2）レーザープリンタ 1台
ア タイプ カラーレーザービームプリンタ(自動両面印刷機能）

イ プリント方式 半導体レーザー＋乾式電子写真方式

ウ ファーストプリント カラー7.4 秒、モノクロ 6.7 秒以上

エ プリント速度 モノクロ A4 36 枚／分、A3 18 枚／分 以上

カラー A4 36 枚／分、A3 18 枚／分 以上

両面印刷 A4 36 頁／分 以上

オ 標準給紙 カセット 640 枚×1 段、手差しトレイ 120 枚 以上

カ オプション給紙 640 枚×2 段 以上

（３）バックアップ用外付け HDD・１台

ア 筐体形状 箱形

イ 容量 4TB 以上

ウ インターフェイス USB3.0 接続対応

エ その他 ・設置する機器は、安定稼動と快適な利用環境を提供で

きるものとし、停電や様々な電源異常から機器及びデ

ータを保護できるものであること。

・バックアップは毎日行うこととし、世代管理は７世代

以上とすること。

・各年度のフルバックデータを最低５年間保存できる仕

組みを整えること。なお、庁内の LGWAN ネットワークに

参画することとする。

・各 HDD を用いて耐障害性の高い RAID1 構成とすること。
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（４）その他

HUB、LAN ケーブル等ネットワーク機器について必要と

見込まれるものを用意すること。設置等において発生

した廃棄物は、受注者の責任において適法、適切に処

理すること。

（５）基本仕様に記載されいてにないもので貴社システムを稼働させるために必要なもの

については、上記に含めること。

（６）地方公共団体情報システム機構における総合行政ネットワーク（以下、「LGWAN」)

を利用したクラウド型システム（以下、「LGWAN－ASP｣）であること。また、システム

は総合行政ネットワークにおける LGWAN-ASP アプリケーション及びコンテンツサービ

スとして登録されていること。

（７）システムを利用するデータセンターは、国内に所在地を置き、国内法の適用を受け、ファシリ

ティ条件は以下の項目を満たすこと。また、日本データセンター協会（JDCC）制定の『データセ

ンターファシリティスタンダード』における「ティア３」相当のサービスレベルを有し、クラウドセキュ

リティ（CS）ゴールドマークを取得していること。

ア セキュリティ対策について

・データセンターへの入退管理は、セキュリティ管理システム等により、24 時間 365

日実施されていること。

・サーバ室等への入退室を管理・記憶するため、バイオメトリクス認証システム等の

本人認証を実施していること。

・ 入退室者が記憶媒体（メモリカード、メモリスティック等）を不正に所持し、持出

持込することができない体制であること。

・ 複数の監視カメラを設置し、撮影された映像を一定期間保存すること。監視カ

メラの設置に当たっては、死角のないように設置されていること。

・ サーバ室への出入口には十分な強度を持つ防火扉等を設置し、破壊等によ

る不正侵入が防止されていること。

・ サーバ室は外部から内部を見通せないように窓なしとする等の対策を講じられ

ていること。

・警備員を常駐させていること。

イ 災害対策について

・停電や電力障害が生じた場合に電源を確保するための対策が講じられているこ

と。

・受電設備は法定点検時も完全無停止であること。

・無停電電源装置（UPS）や定電圧定周波数装置（CVCF）、自家発電装置を備

えていること。

また、発電設備使用中も燃料補給継続運転を可能とし、完全無停止であること。

・２系統以上の給電経路・方式にて電源の引き込みを図り、施設内は二重化等の

冗長性を確保していること。

・火災報知機・通報システム及び消火設備が設置されていること。加えて、消火設

備による汚損の対策が講じられていること。また、避雷、静電気からの防護のため
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の対策が講じられていること。

・地震・水害に対する対策が講じられていること。

・震度６相当以上に耐えうる耐震構造であること。

ウ 通信について

・大規模な災害・事故などによる障害を回避するため、県が利用しているネットワ

ークと連携したサービス提供が継続できること。

・ネットワークは、不正アクセスなどのセキュリティインシデント予防の観点から、暗

号化及び VPN などを用いた独立した閉域網とすること。侵入検知（IDS）を導入す

るなど、安定運用のための対策が取られていること。

・データセンター側の回線は、LGWAN-ASPアプリケーションが快適に稼働する帯

域を確保すること。

エ 運用について

・24 時間 365 日体制で稼動するオペレーターによる常駐監視を行うこと。

・障害発生時早急にサービス復旧に向けた対応をすること。

オ サービス品質保証（以下「SLA」という。）

・サービス品質向上を目的とした、リアルタイムのサービス状況の把握を行うことが

できること。分析・評価結果に基づき SLA の見直しを含めた運用の改善を行うこ

と。

カ バックアップについて

・システムを構築する仮想サーバ内のデータベースについては、同一データセ

ンター内にバックアップ用の仮想サーバを用意し、日次バックアップを７世代

（１週間分）以上実施すること。さらに、遠隔地のデータセンターにて同一の

バックアップデータを保持し、冗長化をはかること。

キ その他

・クライアントパソコンの OS のバージョンアップ等に対応できること。

・その他必要な関連機器については、過不足なく選定すること。

・システム入れ替えの際に、容易に新規に導入しうるシステムにインポートするための

データエクスポートが行えること。

（納品前の各種設定）

第２８条 受注者は、本業務に必要となる機器等について納品前に事前に次の項目につい

て設定することとし、Windows が立ち上がる状態にして納品すること。なお、設置場所及

び内容については、契約締結後に発注者が指示するものとする。

２ 各ハードウェアにシステムをセットアップ及びデータのインストールを行い、システ

ムの環境設定作業（電源管理、バックアップ設定、システムの正常安定稼働にかかる構成

要素のセットアップ作業を含む。）を行うものとする。また、バックアップ設定及びネッ

トワーク設定等、公営企業会計システム以外の関連するセットアップ作業も含み設定する

こと。

３ プリンタの印字確認を含むシステム動作確認作業を現地で行うものとする。
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４ 納入時に修正パッチがリリースされているものは、システム動作に影響しないものに

ついて全て適用し、最新の状態とすること。

・コンピュータ名

・ワークグループ

・管理者名

・管理者パスワード

・各ソフトウェアのインストール、アクティベート、アップデート（Skysea、ウイ

ルスバスター以外）

・Windows アップデート

※OS については、メーカーサポート及びクライアント機器更新等により、最新 OS

及びブラウザに変更になることを加味すること。

５ 基本仕様に記載されていないもので受注者システムを稼働させるために必要なものに

ついては、上記に含めること

（ネットワーク要件）

第２９条 クライアントマシンは、LGWAN 回線を利用することとし、インターネットに接

続しないものとする。

２ プロトコルとして、TCP/IP を使用すること。なお、本端末のネットワーク、ドメイン

参加の設定は、納品後に本市総務部システム管理課により設定を行う。

３ 本システムの動作がネットワーク及び他のシステム等の動作に影響を及ぼさないよう

にするとともに、本システムの情報が不正に参照されないように対策を施すこと。

（セキュリティ要件）

第３０条 導入するシステムに必要なハードウェア及びソフトウェア並びにネットワーク

の設定にあたっては、セキュリティ対策及び災害に対する対策を十分に考慮し、安全性及

び信頼性のあるシステムを構築しなければならない。

２ システムには、非公開情報等の情報の漏えい、データの盗難・改ざんの防止、動作状

況の監視、障害回復等に対する十分な機能を備えるものとする。

３ システムは、指定したクライアントマシンのみがアクセスできるものとし、指定外の

機器及び運用関係者以外の第三者からアクセスできない仕組みを構築すること。

４ ミドルウェア及び各種アプリケーションについては、納入時点で最新のセキュリティ

パッチを適用すること。

第４章 データ移行

第３１条 受注者は、次のデータについて移行（変換含む）及び設定を行い、円滑に本シ

ステムの稼動ができるよう準備するものとする。令和 3 年 4 月 1 日より伝票運用を開始す

るため、令和 3 年度伝票と令和 2 年度決算伝票を並行で起票できることを条件とし、デー

タ移行については期限までに令和 3 年 3 月 31 日時点の状態にして移行すること。

（１）予算及び勘定科目データ
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（２）債権者データ（件数：約５５０件）

（３）金融機関データ（全国銀行協会の最新データ）

（４）企業債データ（件数：約８０件）

（５）予算科目及び勘定科目ごとの仕訳パターンデータ

（６）固定資産データ（過去の償却明細や除却明細をすべて移行すること。件数：非償

却資産データ約２０件、償却資産データ約８００件、償却及び除却明細：約１７，

０００件、長期前受金収益明細：約１７，０００件）

（７）予算科目ごとの消費税区分（課税、非課税、不課税）データ

（８）月例監査・決算帳票（過去 2 年分の例月資料及び決算資料全て）

（９）当初予算及び補正予算の要求算出基礎データ（令和元年度、令和２年度、令和 3

年度）約２１，０００件

（１０）当初予算及び補正予算の財務諸表（令和元年度、令和 2 年度、令和 3 年度）

予定損益計算書、貸借対照表、キャッシュ・フロー計算書、決算見込等

（１１）伝票データ（令和元年度、令和２年度の２年間分の伝票データ移行は必須とす

る。件数：約２，８００件／年間）未収金・未払金・前払金・資金前途・精算の

データも対象とする。

（１２）未収金・未払金データ（年度末時点での件数：未収金約２０件、未払金約３０

件）

（１３）勘定残高

（１４）工事台帳データ（件数：約２３０件）

（１５）給水受付データ（件数：約７００件）

（１６）貯蔵品データ（入出庫件数、約１，１８５件、先入先出法により管理しており、

入出庫履歴を含む全てを移行すること。）

（１７）提案する本システムを稼働するために不可欠なマスタの現行システムからのデ

ータ

（１８）その他システム運用に必要なデータ

２ データ移行における役割分担は、次のとおりとする。

（１）受注者が主体となって移行作業を行うこと。

（２）発注者の作業が必要最小限となるよう検討し、その内容を予め提示すること。

（３）発注者が提供するデータを導入するシステムのフォーマットに変換して移行する

こと。

（４）データ移行によりシステム上で不足するデータは、原則として受注者側で確認を

行い、データの補完又はシステム変更にて対応すること。

（５）テストを十分繰り返し検証し、データを漏れなく確実に移行すること。

３ 前２項の作業において、発注者と受注者は十分な協議の上、対応することとする。

第５章 導入支援

（職員研修）

第３２条 受注者は、発注者の職員が導入するシステムを利用して円滑に事務を処理する
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ことができるよう、次の研修を実施すること。

（１）各種マスタ設定に関する研修

（２）伝票作成事務に関する研修

（３）予算編成事務に関する研修

（４）決算事務に関する研修

（５）固定資産管理に関する研修

（６）企業債管理に関する研修

（７) 給水受付に関する研修

（８）貯蔵品入出庫に関する研修

（９）例月資料に関する研修

（１０）その他発注者が必要と認める研修

２ 人事異動等による発注者の担当職員の変更時には、当該職員が保守契約の範囲で、円

滑に事務を処理することができるよう、十分な研修を行うものとする。

（マニュアル）

第３３条 受注者は、次の各マニュアルを作成するものとする。

（１）操作マニュアル

業務処理、研修教材及び機能紹介に十分利用できるものとして、各機能単位に操

作の手順、入力方法及びメッセージ等の説明を明確に記述したシステム使用者向

けの操作マニュアルを作成する。なお、記述内容は、事務の執行に支障が無いよ

う、発注者の運用に合わせた内容となっていること。

（２）運用マニュアル

導入するシステムに関して、管理担当職員が行うべき作業の定義と内容及び作業

スケジュール、操作方法等に関する説明を記述した運用管理担当者向けの運用マ

ニュアルを作成する。なお、本マニュアルには、障害時の連絡方法、緊急対処方

法等についても必ず明記すること。

２ 前項の各マニュアルは、一般的知識を持つ職員に向けたものとし、極力専門用語を用

いない記述とすること。

３ 運用開始後にシステムに変更を加えた場合は、速やかに変更内容を反映した最新版を

提供するものとする。

（導入支援）

第３４条 システム導入を円滑に行うために、初期のマスタデータ、令和３年度予算デー

タの構築を行う。

２ 前項の支援以外で業務開始のために必要と思われる導入支援について受注者からの提

案に基づいて実施すること。なお、具体的な内容やスケジュールは、発注者と受注者が協

議の上で決定する。
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第６章 成果品

（成果品）

第３５条 本業務の成果品と提出部数は下記のとおりとする。なお、提出方法及び提出期

限は、発注者と受注者の協議により決定する。

（１）ハードウェア・ソフトウェア（システムソフトウェア、データベース等の一切を

含む。）製品 一式

（２）ハードウェア・ソフトウェア製品納入品目録、金額 一式

（３）ソフトウェアのインストールメディア 各１組（種類ごと）

（４）設定データ及び移行データ 一式

（５）システム設計書 紙媒体１部、電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）一式

（６）機能要件定義書 １部

（７）システム構成図 １部

（８）帳票設計書 １部

（９）区分・コード設計書 １部

（10）試験成績書（単体試験、組合試験、総合試験）各１部

（11）現地調整動作確認記録 １部

（12）打合せ議事録 一式

（13）作業月報 一式

（14）操作マニュアル 紙媒体１部、電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）一式

（15）運用マニュアル 紙媒体１部、電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）一式

（16）その他発注者と受注者が協議の上、決定した資料等

（特記事項）

第３６条

（１） システム導入時には発注者と十分に協議し、スケジュールに沿って導入作業を行うこと。

（２） 受注者は、業務の処理に当たって、｢八街市個人情報保護条例｣の主旨を遵守し、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。

（３） 上水道事業会計及び下水道事業会計が共同で利用できるシステムであること。

（４） 要件として掲げていない機能であっても、標準機能として備わっているものについては、

提案する業務システムから削除しないものとする。

（５） 契約期間満了後、無償で八街市が指定するレイアウトでデータ変換し提出すること。

（その他）

第３７条 この仕様書に定めのない事項においては、双方協議の上、決定するものとする。


